
 

商社 経済協力
1878 三井物産：旧パリ支店開設  

1923 三井物産：現法 旧仏蘭西物産（株） 設
立。在リヨン。  

1943 三井物産：リヨンに移転  

1962

丸紅：フランスにて事業開始。  

伊藤忠：伊藤忠フランス 設立  

住商：パリに駐在員事務所設置  

1963
ケネディ大統領暗殺

  JETRO：パリ事務所設立

1964
東京オリンピック

双日欧州：日商フランス有限会社開設  

1965 三井物産：木下産商の営業権譲受  

1966  

1967  

1968

三億円事件 

三井物産：フランス三井物産移転（ピ
エール・プルミエ・ドゥセルビ）  

双日欧州：日商㈱と岩井産業㈱合併→日
商岩井フランス有限会社となる  

1969  

1970

三井物産：豪州ローブ・リバー鉄鉱石合
弁事業に調印 JETRO：大阪万博日本館運営

三井物産：東ドイツ向けアンモニア設備
輸出契約  

双日欧州：エアバスインダストリー設立  

双日欧州：フランス原子力庁(CEA）所有
ウラン精鉱の日本の電力会社向け契約締
結。初の日仏原子力協力（日商岩井）。

 

1971

三井物産：アブダビ・ダス島LNG開発契
約に調印  

三井物産：米国三井物産を設立  

双日欧州：フランス国内牡蠣死滅による
宮城産牡蠣稚貝の輸入日仏牡蠣協力の原
点(ニチメン）

 

日中国交正常化/ 浅間山荘事件 / 沖縄返還



1972 伊藤忠：1972年にモンパルナスタワ－に
入居

JETRO：海外投資相談事業開始途上国向
け事業を本格化

1973

三井物産：アムステルダム・フランクフ
ルト株式市場に本社上場  

双日欧州：フランス産ウナギ稚魚対日輸
出開始（ニチメン）  

双日欧州：エアバス社代理店となる（ニ
チメン）  

1974 三井物産：欧州三井物産を設立 JICA：国際協力事業団(JICA)設立
1975  

1976
三井物産：本社新社屋竣工  

住商：フランス住友商事設立  

1977 日航機ハイジャック事件 

1978 新東京国際空港（成田空港）が開港

1979

双日欧州：エアバス航空機、日本の航空
会社向け初契約
（東亜国内航空、現日本航空向け）(ニ
チメン）

 

1980

イラン・イラク戦争
双日欧州：フランス原子燃料公
社COGEMA（現AREVA）の代理店となる
（日商岩井）

 

1981  

1982  

1983
大韓航空機撃墜事件

三井物産：仏物フランス各都市で三井セ
ミナーを開催促進事業を拡大。 JETRO：輸入タクスフォース設立、輸入

1984   JICA：欧州事務所(現ﾌﾗﾝｽ事務所)開設

1985

三井物産：西豪州LNGプロジェクトに参
画  

三井物産：日本通信衛星社発足  

双日欧州：日商岩井㈱植田会長が原子力
に係る日仏長期協力に貢献したとしてフ
ランス国家功労賞オフィシエ級を受賞

 

1986 チェルノブイリ原発事故
1987  

1988 瀬戸大橋開通

1989

バブル経済 / 昭和天皇崩御
三井物産：カタールLNGプロジェクトに
参画  

KOWA EUROPE：パリ駐在員事務所設立  



1990

三井物産：米国ユニシス社に出資  

双日欧州：フロッピーディスク・コンパ
クトディスク用プラッチックケース  

製造会社NEPCO SAをPonｔ L Evequeに
設立(ニチメン）  

1991
ソ連崩壊

双日欧州：Balenciaga社に資本参加 （日
商岩井）  

1992 双日欧州：創立100周年（ニチメン）  

1993  

1994

三井物産：仏三井物産移転（アルフォン
ス・ドゥ・ヌヴィル）  

三井物産：サハリンⅡプロジェクトに調
印  

1995

丸紅：欧州にてサッポロビ－ルの販売開
始。

JETRO：対日アクセス調査開始（日本と
各国の規制を比較）

三井物産：ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ・ﾊﾞｲﾄﾝﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのプ
ラント建設契約を締結  

1996
住商：農薬関係子会社であるSUMI-
AGRO FRANCE設立  

   

1997 ダイアナ、パリで交通事故死
1998   JETRO：アジア経済研究所を統合

1999
丸紅：欧州にて商品別の縦割に組織再
編。ﾌﾗﾝｽ現法はロンドン本店の支店とな
る

 

2000
三井物産：QVCと日本合弁会社設立 JETRO：ネットによる情報提供（Jﾌｧ

ｲﾙ）を開始
三井物産：エアバス社の本邦エアライン
向け総代理店に就任  

2001  

2002  

2003

米軍がイラクに侵攻
三井物産：ﾌﾞﾗｼﾞﾙの総合資源会社ｳﾞｧｰﾚ
社の持株会社ｳﾞｧｰﾚﾊﾟ-ﾙ社へ出資、特殊
法人から独立行政法人に改組

JETRO：対日ﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟ-ﾄｾﾝﾀ-設置、対
日投資促進事業を本格開始

  JICA：独立行政法人国際協力機構発足

2004

三井物産：ﾆｭ-ｶﾚﾄﾞﾆｱのﾆｯｹﾙﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに
参画  

双日欧州：日商岩井㈱とニチメン（㈱合
併に伴い、日商岩井フランス会社とニチ
メンフランス会社が合併し、双日欧州会
社パリ支店となる。

 



2005 三井物産：赤道ｷﾞﾆｱのLNGﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに参
画  

2006 三井物産：中国内蒙古オルドス電力冶金股份有限公司への出資参画  

2007 三井物産：ﾍﾞﾙｷﾞ-ﾀﾝｸﾀ-ﾐﾅﾙ事業会社Rubis
Terminal Antwerp S.A.へ出資  

2008

リーマン・ショック
三井物産：フランス三井物産移転（サン
タンヌ）  

三井物産：モザンビーク共和国における
新規石油・ガス探鉱権益取得 JICA：JBIC(有償資金協力部門)と統合

2009 三井物産：中国最大の農牧企業である新希望集団と業務提携  

2010

丸紅：欧州最大仏の穀物サイロ会社「セ
ナリア」業務提携  

三井物産：米国ﾍﾟﾝｼﾙﾍﾞﾆｱ州のｼｪ-ﾙｶﾞｽ開
発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに参画  

2011
東日本大震災、福島原発事故

三井物産：米国ﾀﾞｳｹﾐｶﾙ社とﾌﾞﾗｼﾞﾙにお
けるﾊﾞｲｵ化学品事業に参画  

2012

三井物産：英国で石油・ガスや再生エネ
ルギーの  

海洋構造物ﾌｧﾌﾞﾘｹ-ｼｮﾝ、修繕、技術支援
事業に参画  

2013

三井物産：フランス三井物産移転（トロ
カデロ）

JETRO：ﾕﾋﾞﾌﾗﾝｽ、AFIIとの間で協力覚
書を締結

三井物産：仏ﾄﾀ-ﾙ社保有ｲﾀﾘｱ陸上油田の
一部権益を取得  



 

敬称略：松＝松坂屋、越＝三越、大＝大丸、そ＝そごう、白＝旧白木屋、高＝高島屋、伊=伊勢丹、丸＝丸井、東＝東急百、西＝
西武百

百貨店 流通

1963
ケネディ大統領暗殺

西：池袋で火災 7人死亡 /松：銀座店で
国内初ｴﾚﾍﾞ-ﾀ-式ﾊﾟ-ｷﾝｸﾞﾋﾞﾙ

1964

東京オリンピック
越：業界初のｷﾞﾌﾄｾﾝﾀ-（中元）/伊：樫
山と委託販売契約､派遣社員受け入れ 委
託販売拡大へ

1965 伊：従業員の完全週休2日制
1966

1967 全百貨店売上高が１兆円を突破で１位に

1968
三億円事件 

高：社員持ち株会社発足 / 伊：単品管理
ｼｽﾃﾑのﾃｽﾄ開始

1969 高：玉川高島屋ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀ-開業（初の郊外型百貨店） / 伊：再雇用制度を導入
1970 丸：業界初の株式時価発行

1971
高：テレビ通販開始 / 伊：育児休職制度
導入 / 越：銀座店にﾏｸﾄﾞﾅﾙﾄﾞ国内１号店
/ 越： パリ店開店

1972
日中国交正常化/ 浅間山荘事件 / 沖縄返還

  ダイエー（1957年創業）が中間期で三
越抜き売上日本一に

1973
改正割賦販売法施工、百貨店各社が、友
の会を別法人に / 全日本ﾃﾞ
ﾊﾟ-ﾄﾒﾝﾄｽﾄｱ-ｽﾞ開発機構（ADD）発足

1974

大規模小売店法施行（大店法）/百貨店
法廃止
丸：業界初のｵﾝﾗｲﾝ信用照合ｼｽﾃﾑ施行 翌
年からｶ-ﾄﾞの店頭即時発行 / 大：パリ店
開設

1975 越：POSｼｽﾃﾑ実験（本稼動は1984年） 「流通外資」完全自由化

1976
西：割賦販売百貨店の緑屋（西武ｸﾚｼﾞｯ
ﾄ、現ｸﾚﾃﾞｲｾｿﾞﾝ）と資本提携） / 伊：
ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ制を導入

日航機ハイジャック事件



1977 東：業界初の米貨建て転換社債1500万ド
ル発行

1978 新東京国際空港（成田空港）が開港

1979

越：公取委員会、独禁法違反で三越立ち
入り検査 / 西：専門職制度導入、西武
ｸﾚｼﾞｯﾄが国内初のｷｬｯｼﾝｸﾞｻ-ﾋﾞｽ / 松：仏
ﾗﾌｧｲｴｯﾄ百貨店地上階に出店

1980

イラン・イラク戦争
高：医療法人の十全会が買い占めた高島
屋株(10,5％）をﾀﾞｲｴ-が取得筆頭株主
に。提携交渉は決裂。

とらや：パリ店開設 / ﾀﾞｲｴ-、仏ﾌﾟﾗﾝﾀﾝ
と提携、売上高１兆円突破

1981 丸：消費者金融に進出

1982
越：取締役会で岡田茂社長解任 特別背
任容疑で逮捕 / 伊：介護休職制度導入 /
高：大宮店でPOSｼｽﾃﾑ稼動

1983
大韓航空機撃墜事件

西：池袋店が三越本店の売上高逆転 /
丸：業界初の磁気ｶｰﾄﾞ

1984
伊：秘書室長らが逮捕。利益供与罪初の
適用 / 丸：女性ｼｮｯﾌﾟﾏｽﾀ-300人 / 西：流
通系初のｺﾞ-ﾙﾄﾞｶ-ﾄﾞ

ｲﾄ-ﾖ-ｶ堂：米社と提携でﾛﾋﾞﾝｿﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ設
立

1985

松：社内ｸ-ﾃﾞﾀ-で鈴木正雄誕生、創業家
以外で初 / 越：事業部制を導入 / 東：業
界初のﾕｰﾛ建てﾜﾗﾝﾄ債発行（5000万ﾄﾞﾙ）
国内初の分離型ﾜﾗﾝﾄ債(80億円）発行

1986

チェルノブイリ原発事故
そ：総会屋の利益供与で秘書室長らが書
類送検。 / 西：ｸﾞﾙ-ﾌﾟ売上高1兆円達成
/ 越：｢拡百貨店戦略｣提唱

1987

1988 瀬戸大橋開通

1989
バブル経済 / 昭和天皇崩御

西：西武百貨店関西を合併 / 伊：米ﾊﾞｰ
ﾆ-ｽﾞと提携。翌年新宿に１号店 ﾜｺ-ﾙ：ワコ－ルフランス設立

1990
高：関東高島屋を合併 / 伊：秀和が筆頭
株主に / 東武百 増床を控えて伊勢丹出
身の山中鏆・松屋会長を社長に。

1991
ソ連崩壊

西：ｲﾄﾏﾝ事件で元課長が国際手
配(1998年逮捕） ﾜｺ-ﾙ：日本製品輸入販売開始

1992

改正大店法施工、百貨店売上高（協会統
計）が戦後初めて前年実績割れ ﾜｺ-ﾙ：ﾌﾟﾗﾝﾀﾝ・ﾗﾌｧｲｴｯﾄ取引開始

西：医療機器の架空取引発覚 元社員２
人逮捕。社内で154人処分。  



1993

松：秀和が保有株を放出 / 西：取締役の
一斉の降格人事 役つき役員11人降格、
取締役18人辞任 / 西：小菅国安社長退
陣。創業家経営に幕。秀和が保有株売却

ﾜｺ-ﾙ：ﾌﾗﾝｽ企画・ﾌﾗﾝｽ生産開始

1994 西：ﾍﾞｱｾﾞﾛ定昇半減を提案（組合は受諾）

1995

阪神淡路大震災
大震災 大丸、そごうなど被害
高：地域子会社と６社合併 / 全国百貨店
共通権誕生 / 10月の百貨店売上高45ヶ
月ぶりﾌﾟﾗｽ

 

1996 高：暴力団への利益供与で元役員ら逮捕/ 伊：阪急百貨店と業務提携

1997

ダイアナ妃、パリで交通事故死
松：利益供与で取締役秘書室長逮捕 /
東：山一證券による｢飛ばし｣取引発覚 /
越：ｺﾞﾙﾌ場開発失敗に伴う446億円の特
損計上

とらや ﾊﾟﾘ店全面改装

1998

1999 東：日本橋店（旧 白木屋）閉鎖 ﾜｺ-ﾙ：ﾌﾗﾝｽ企画・中国生産開始

2000

大規模小売店舗立地法（大店立地法）施
行。大店法は廃止。

ﾜｺ-ﾙ：事務所Saint-Denis移転､ﾌﾗﾝｽ企
画・ﾍﾞﾄﾅﾑ生産開始

丸：販売会社制度（婦人服と雑貨）導入
/ そ：ｸﾞﾙ-ﾌﾟ22社、民事再生法手続きを
申請、前会長が強制執行妨害容疑で逮捕

 

2001 そ：民事再生計画ｽﾀ-ﾄで十合発足、西武百と提携
ｾﾌﾞﾝｲﾚﾌﾞﾝｼﾞｬﾊﾟﾝの全店売上高が小売業
１位に

2002 越：ｺﾞﾙﾌ場開発失敗に伴う巨額損失で、元役員が当時の経営陣に株主代表訴訟

2003

米軍がイラクに侵攻
日本百貨店協会加盟社が100社割れ
そ：民事再生手続き終結。十合が
ﾐﾚﾆｱﾑﾘﾃｲﾝﾘﾝｸﾞに商号変更そごうと西武
百を傘下に /

ﾜｺ-ﾙ：フランスホームペ－ジ開設 / ﾎﾞ
ﾝﾏﾙｼｪ取引開始

西：私的整理に基づく再建計画始動 / 産
業再生機構、うすい百と津松菱の再生支
援を決定 / 越：地域子会社と５社合併 /
丸：正社員95%を子会社に転籍

 

2004

ﾃﾞﾊﾟ-ﾄﾒﾝﾄ宣言から100年が経過
店舗大型化一段と進む(2003年度商業統
計より）百貨店全体売上2.8％減(2003）
伊：ﾒﾝｽﾞ館、百貨店枠を超えた挑戦
（2003）  

手の届く高級市場快走(LVMHｺ-ﾁ）、ﾊﾞ
ﾚﾝﾀｲﾝ百貨店売上2-5割増、大手４社、越
除き営業増益、百貨店基幹店の増築に優 ﾜｺ-ﾙ：外部仏人ﾃﾞｻﾞｲﾅ-契約



2005
先投資、百貨店売上高 回復の兆
し(12月）
越：店舗再編前倒し / 高：閉鎖していた
ﾊﾟﾘ・ﾐﾗﾉ事務所復活 / そ：心斎橋店改装
/ 伊：営業益 6割増（9月）/ 越：大都市
に集中投資(10） / SC開発強化

2006

大手百貨店営業増益（2005年3月） 竹尾：Meuble de Paris出展
伊：在阪百貨店面積増床計画､現状
の1.5倍に、大阪の陣 / 急：阪急 新博多
駅に進出 / 伊ﾎﾞﾙﾚｯﾃｲ 仏ﾌﾟﾗﾝﾀﾝを買収

2007

百貨店業界４強時代に 竹尾：ITALY MILANO SALONE参
加、LUXE PACK MONACO参加

伊、ﾘﾅｼｪﾝﾃ百貨店高級回帰 / 大松：大
丸、、松坂屋経営統合 Jﾌﾛﾝﾄﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ /
急神：阪急、阪神経営統
合。ｴｲﾁﾂ-ｵ-ﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ

2008

リーマン・ショック
百貨店売上高 過去最悪
△6.8％(2008年） ﾜｺ-ﾙ：国際ﾗﾝｼﾞｪﾘ-展示初出展

越伊：三越伊勢丹経営統合/三越伊勢丹
ﾎ-ﾙﾃﾞｲﾝｸﾞｽﾞ / 越伊：三越伊勢丹 北海道
丸井今井支援

2009
大：大丸が心斎橋そごうを買収 / 越伊：
三越伊勢丹岩田屋を子会社化 / 越伊：三
越池袋店を筆頭に不採算店６店閉鎖

竹尾：LUXE PACK MONACO参加
ﾜｺ-ﾙ：他社に先駆けｼｪｲﾌﾟｳｴｱ発売

2010 急：阪急河原町店閉鎖 / 西：西武有楽町
店閉鎖

2011

東日本大震災、福島原発事故
急神：阪急新博多駅に出店（博多阪急）
/ 大：梅田大丸増床。1.6倍に / 越
伊：JR大阪三越伊勢丹開業

竹尾：LUXE PACK MONACO参加

2012 急：梅田阪急大増床1.4倍に（84千㎡）/
そ：そごう 八王子店閉鎖 竹尾：パリ駐在員事務所設立

2013

※2013年8月31日 現在



 

電気電子

1963

ケネディ大統領暗殺
ELMO：(1933年 三井物産経由で欧州向け販売開始）
ブラザー：（1962年 ブラザーフランス創設）

1964

東京オリンピック
クラリオン：日本初のカーステレオを発売
ELMO： 英国で代理店ビジネス開始。西ドイツに駐在員事務所創設。

1965 日本電子： JEOL(France)SA 創設
1966

1967

1968
三億円事件

パナソニック：パナソニックフランス創設
1969

1970 日本 大阪万国博覧会
1971 マキタ：マキタフランス創設

1972

日中国交正常化/ 浅間山荘事件 / 沖縄返還
コニカ：U-BIXフランス創設
カシオ：世界初のパーソナル電卓「カシオミニ」発売

1973 ソニー：ソニーフランス創設（ソニー（株）とスエズ社によるジョイントベンチャー）
1974 カシオ：電子腕時計「カシオトロン」発売

1975

クラリオン：クラリオンガールをスタートさせる。アグネスラムが初代グランプリ
に。
ソニー：ベータ方式の家庭用VTR発売
ミノルタ：ミノルタフランス創設
三菱電機：AMF社創設（昇降機製造）
キャノン：キャノンフランス 創設

1976
日本ビクター：VHS方式の家庭用VTRを発売
キャノン：マイコン搭載一眼レフカメラ｢AE-1｣を発売

1977
日航機ハイジャック事件

三菱電機：AMF社に資本参加

1978

新東京国際空港（成田空港）が開港
東芝：仏駐在員事務所創設



ソニー：ソニーフランスのソニー（株）完全子会社化

1979
ヤマハ：NEXO .A.創設
ソニー：｢ウォークマン｣「ベータマックス」発売

1980 イラン・イラク戦争

1981
バンダイ：Bandai .A.創設
ペンタックス：ペンタックスフランス創設

1982 NEC：16ビットパソコンPC9800を発売。パソコンブーム到来

1983

大韓航空機撃墜事件
カシオ：耐衝撃腕時計「G-Shock」発売
任天堂：｢ファミコン｣発売
キャノン：キャノンブルターニュ創設
クラリオン：クラリオンフランス創設

1984

科学技術振興機構：パリ事務所創設
ミノルタ：オートフォーカス機能付き一眼レフカメラ｢α-7000｣発売
ソニー：カメラ一体型8ミリビデオを発売
ミネベア：仏駐在員事務所創設

1986

チェルノブイリ原発事故
東芝：東芝情報システムフランス創設
ニコン：ニコンフランス創設
リコー：リコーフランス創設

1987
ソニー：エラニー物流センターの竣工
リコー：：リコーインダストリーフランス創設

1988

瀬戸大橋が開通
NEC：NECフランス創設
三菱電機：三菱電機ヨーロッパ創設
日本電子：パスツール研にてエイズウイルス撮影成功（JEOL社電子顕微鏡使用）

1989

バブル経済 / 昭和天皇崩御
任天堂：｢ゲームボーイ｣発売
東芝：ノート・パソコン｢DynaBook｣発表
ダイキン：仏総代理店メガサム社の全株式を取得
シャープ：シャープマニュファクチャリングフランス創設

1990
キャノン：キャノンリサーチセンターフランス創設
シャープ：シャープエレクトロニクスフランス創設

1991

ソ連崩壊
日立：日立コンピュータプロダクツヨーロッパ創設
ミネベア：NMB MINEBEA ARL創設



1992 クラリオン：音声誘導式ナビゲーションシステムNAC-200発売 (日本初)

1993 ダイキン：ダイキンエアコンディショニングフランス社に改称。仏本社をリヨンからパリ郊外のナンテール・キャピトルに移転。
1994

1995

カシオ：液晶モニター付デジタルカメラQV-10発売
パナソニック：DV方式のｶﾒﾗ一体型VTR｢NV-DJ1｣発売
ソニー：プレイステーション・ゲーム機の発売

1996
パナソニックと東芝が、DVDプレーヤー発売
ソニー：ソニーコンピューターサイエンスラボ（SSCL)の創設

1997

ダイアナ妃パリで交通事故死
ソニー：バイオ・コンピューターの発売
オリエンタルモーター：オリエンタルモーターフランス創設
クラリオン：米マイクロソフト社と車載用パソコン「オートPC」を共同開発、ア
メリカにて販売開始 (世界初)

クラリオン：仏シトロエンに「オートPC」OEM供給開始

2000

京セラ：京セラドキュメントソリューションズフランス創設
カシオ：モントレ・カシオフランス創設
ニコン：仏エシロール・インターナショナル社との合弁会社、ニコン・エシロール
創設（東京）
ソニー：ソニーエリクソン創設
シャープ：液晶テレビ｢Aquos｣発売

2002

2003 米軍がイラクに侵攻

2004

カシオ：カシオフランスに改称
ダイキン：住宅用市場向け特別販売網の稼動
コニカミノルタ：統合しコニカミノルタビジネスソリューションズフランス創設
クラリオン：業務用車両用として世界初のLinuxとJavaTM J2ME CDCを搭載した車
載用情報端末を発売 (日本)

2005 日本電子：JEOL(EUROPE)SASに改称

2006

クラリオン：（株）日立製作所が親会社となる
ソニー：α（アルファ）一眼レフカメラの発売
ダイキン：ヒートポンプ技術を活用した製品で暖房市場参入
ダイキン：研修センターをリヨンに設置

2008

リーマン・ショック
ニコン：パリのキュリー・インスティテュートにニコン・イメージング・センター
創設
ソニー：ソニーフランスとソニーモバイル ピュトー市新社屋に移転



旭化成：旭化成EMDヨーロッパ創設

2009

ニコン：ニコン・メトロロジーフランス支店創設。 ニコン・アンド・エシロール
インターナショナル・ジョイントリサーチセンター創設（神奈川）
旭化成：旭化成マイクロデバイスヨーロッパに改称
ペンタックス：ペンタックスヨーロッパイメージングシステムに改称
ELMO：Elmoヨーロッパ創設

2011

東日本大震災、福島原発事故
キャノン：「日仏投資賞」受賞
リコー：ペンタックスリコーイメージングに改称
クラリオン：世界初の車載用フルデジタルスピーカーを開発
ダイキン：研修拠点を拡充（ボルドー）

2013

ダイキン：研修拠点を拡充（パリ、マルセイユ）
リコー：リコーイメージングヨーロッパに改称
ソニー：XPERIA スマートフォンとタブレットの発売



 

機械業界 自動車業界
1963 ケネディ大統領暗殺

1964
東京オリンピック

ﾎﾝﾀﾞ: Honda France S.A. (Paris) 設立
1965 ｶﾜｻｷ：二輪車 W1の販売開始

1966 三菱重工業: 機械事業部の駐在員事務所
としてパリ事務所を開設 ﾄﾖﾀ：フランスにてクラウン発売

1967

三菱重工業: 自主技術による印刷機械
「DAIYA」を開発 ﾄﾖﾀ：欧州市場にカローラを導入

ｶﾜｻｷ：仏資本のKawasaki製品販売代理
店 SIDEMM社 設立

1968
三億円事件

ｶﾜｻｷ：仏資本の販売代理店 SIDEMM社を
通じて二輪車の仏国内での販売開始

1969 日産: Nissan France S.A.設立

1970

日本 大阪万国博覧会

日立建機：日立建機（株）設立 ｶﾜｻｷ：オランダに補給部品販売会社
Kawasaki Motors N.V.を設立

富士電機：ドイツ駐在所開設 NGKｽﾊﾟｰｸﾌﾟﾗｸﾞ: 西ドイツ駐在開設

1971
NSK: NSK FRANCE 社をParisに設立 ﾄﾖﾀ：ｼﾀﾞｯﾄ社とﾃﾞｲｽﾄﾘﾋﾞｭ-ﾀ-契約

（94年12月にﾄﾖﾀﾌﾗﾝｽに社名変更)

三菱重工業: パリ事務所 機械事業部から
船舶事業部へ駐在員交代

1972

日中国交正常化/ 浅間山荘事件 / 沖縄返還
日立建機：和蘭に日立建機ﾖ-ﾛｯﾊﾟN.V設
立
日揮: ﾊﾟﾘ事務所開設

1973
ﾄﾖﾀ：欧州市場にハイエースを導入
ｶﾜｻｷ：伊藤忠商事がSIDEMM社に出資

1974

三菱重工業: パリ事務所 現住所(Avenue
Hoche)へ移転 ﾄﾖﾀ：パリ駐在員事務所発足

ｸﾎﾞﾀ: KUBOTA EUROPE SAS設立 ｶﾜｻｷ：英に販売会社 Kawasaki Motors
(UK),Ltd を設立

1975 ｶﾜｻｷ：西独(当時）に販売会社Kawasaki
Motoren G.m.b.H 設立

1976 IHI: ﾊﾟﾘ事務所開設



1977
日航機ハイジャック事件

日立建機：仏で販売店第1号店を指名 ﾄﾖﾀ：フランスでの日本車を市場の3％以
内とする乗用車輸出行政指導実施

1978

新東京国際空港（成田空港）が開港
ｶﾜｻｷ：二輪車 Z1300の販売開始
ﾄﾖﾀ：シダット社、エミールフライ社
（当社スイス代理店所有)の傘下に加わ
る
NGKｽﾊﾟｰｸﾌﾟﾗｸﾞ: ｱﾌﾘｶ駐在事務所をﾊﾟﾘ
に開設

1979
富士電機：英国ロンドン駐在所開設

ｶﾜｻｷ：SIDEMM社の社名をKawasaki
Franceに改称。同時にオフィス
をMaurepasに移転。
NGKｽﾊﾟｰｸﾌﾟﾗｸﾞ: ﾄﾞｲﾂ販売法人設立

1980 イラン・イラク戦争
1981

1982

ｶﾜｻｷ：伊藤忠商事がKawasaki Franceを
完全子会社化
ﾔﾏﾊ: フランスのモトベカーヌ社とモー
ターサイクルの製造/販売の業務提携
THK: ヨーロッパに進出。ドイツ・
デュッセルドルフにTHK Europe設立。

1983 大韓航空機撃墜事件

1984
三菱重工業: パリ事務所 全社業務をカ
バーする駐在員事務所となる ｽｽﾞｷ: ｽｽﾞｷﾌﾗﾝｽ設立（二輪車輸入販売）

ｱｹﾎﾞﾉ：欧州駐在員事務所をパリに設置

1985

富士電機：独 ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄに駐在所開設 ｱｹﾎﾞﾉ：欧州駐在員事務所をNeuilly-sur-
Seineに移設
ｱｹﾎﾞﾉ：フランス現地法人Akebono
Europe S.A.R.L.を Neuilly-sur-Seineに設
立

1986

チェルノブイリ原発事故

旧NASDA(現Jaxa)ﾊﾟﾘ事務所開設 ﾎﾝﾀﾞ: Honda France Manufacturing
S.A.S. 操業開始

ﾐﾂﾄﾖﾌﾗﾝｽ：現地法人設立
三菱重工業: ドーバー海峡トンネル向け
シールドマシン受注
ﾐﾂﾄﾖ: MITSUTOYO FRANCE SARL設立

1987
日立建機：代理店との合弁会社設立 ﾄﾖﾀ：仏に直営のフォークリフト販売会

社（TIEE)を設立
富士電機：独ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄに販売会社Fuji
Electric GmbH開設



1988

瀬戸大橋開通
三菱重工業: ﾛﾝﾄﾞﾝに欧州三菱重工
業(MHIE)設立 ﾊﾟﾘ事務所はその傘下に入
る

ｶﾜｻｷ：多用途四輪車の第一号機 MULE
1000の販売開始

三菱重工業: ﾄﾞｰﾊﾞｰ海峡ﾄﾝﾈﾙ向けｼｰﾙﾄﾞ
ﾏｼﾝ2台納入

1989

バブル経済 / 昭和天皇崩御
三菱重工業: ドーバー海峡トンネル向け
シールドマシンが工区を貫通、月
間886.7ｍ/月の世界記録（当時）樹立
ﾔﾝﾏｰ: フランスに「AMMANN」社との合
弁会社「AMMANN-YANMAR S.A.」を設
立

1990

NSK: RHP Bearings社（英国）を買収 ﾄﾖﾀ：欧州市場にレクサスを導入
ｽｽﾞｷ:四輪車輸入販売開始
NGKｽﾊﾟｰｸﾌﾟﾗｸﾞ: Meung-Sur-Loireに製造
法人設立

1991

ソ連崩壊
ﾐﾂﾄﾖﾌﾗﾝｽ：ｽﾄﾗｽﾌﾞﾙｸﾞ事務所開設
三菱重工業: リモージュ近くの印刷会社
Imprimerie Montibus社にオフセット印刷
機を納入（以降現在までフランスへの累
計納入台数142台）

1992

日立建機：合弁会社Fiat-Hitachi
France設立

ﾄﾖﾀ：シダット社新本社屋(現トヨタフラ
ンス）の完成、開所式

富士電機：ﾛﾝﾄﾞﾝに英国富士電機（販
社）開設

ﾄﾖﾀ：英国生産車のカリーナEを欧州市場
に導入

富士電機：ｽｺｯﾄﾗﾝﾄﾞ富士電機開設（半導
体ﾃﾞﾊﾞｲｽ製造販売）

1993
NSK: RHP FRANCE社と合併し、NSK
RHP FRANCE S.A.と社名変更

ﾄﾖﾀ：シダット社に資本参加、トヨタ出
資35％
NGKｽﾊﾟ-ｸﾌﾟﾗｸﾞ: ﾊﾟﾘに販売法人設立

1994 ﾄﾖﾀ：シダット社トヨタフランスに社名
変更

1995

富士電機：仏ｸﾚﾙﾓﾝﾌｴﾗﾝにFuji Electric
SA(FEF)開設 （計測機器の製造販売）

ﾄﾖﾀ、、豊田自動織機、マニトウ社
（フォークリフト）、合弁に合意
ｱｹﾎﾞﾉ：在日フランス商工会議所
（CCIFJ）入会
ｱｹﾎﾞﾉ：仏研究開発拠点をGonesseに設
立。 同時に、Akebono Europe
S.A.R.L.移設
ﾃﾞﾝｿｰ: DENSO SALES FRANCE
S.A.R.L.設立
ｻﾝﾃﾞﾝ: フランスにサンデンマニュファ



クチャリングヨーロッパを設立

1996

富士電機：Fuji Electric GmbHのｽｲｽ支店
開設

ﾐﾂﾊﾞ: Mitsuba Manufacturing France
SASを設立

富士電機：FEFの支店をﾊﾟ
ﾘ（Evry)、ﾘﾖﾝ、ﾘｰﾙに開設

1997

ダイアナ妃パリで交通事故死
富士電機：FujiElectricGmbHのｽﾍﾟｲﾝ支店
を開設 ﾄﾖﾀ：フランスへの工場進出を発表

小倉ｸﾗｯﾁ: フランス法人を設立
NGKｽﾊﾟｰｸﾌﾟﾗｸﾞ: ﾌﾗﾝｽ工場でのｽﾊﾟｰｸﾌﾟ
ﾗｸﾞ累計生産1億個達成

1998

トヨタ・ﾓｰﾀ-・ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｭｱﾘﾝｸﾞ・
ﾌﾗﾝｽ(TMMF)社設立
ｶｱｹﾎﾞﾉ：社名をAkebono Europe S.A.に
変更
ﾄﾖﾀ：ﾊﾟﾘのｼｬﾝｾﾞﾘｾﾞ大通りにｼｮ-ﾙ-ﾑ「ラ
ンデブー・トヨタ」開設
ﾄﾖﾀ：南仏ニースにﾄﾖﾀ・ﾖｰﾛｯﾊﾟ・ﾃﾞｻﾞ
ｲﾝ・ﾃﾞｲﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ(TEDD)社設立

1999

ﾐﾂﾄﾖｽﾗﾝｽ：ﾘﾖﾝ事務所設立 ﾄﾖﾀ：欧州市場にヤリスを導入
富士電機：英国富士電機
がFujiElectricGmbHhe併合される 日産: 日産・ﾙﾉｰｱﾗｲｱﾝｽに調印

ﾄﾖﾀ；エミールフライ社からトヨタフラ
ンスの株式65％を取得。
トヨタ自動車の100％子会社化
ﾄﾖﾀ：乗用車輸出行政指導終了
ｱｹﾎﾞﾉ：摩擦材（ブレーキパッド）生産
工場 Akebono Arras S.AをArrasに設立 /
生産開始
ｱｹﾎﾞﾉ：生産開始

2000

ﾄﾖﾀ：TEDDのデザインセンター開所式
ｶﾜｻｷ：オランダに欧州統合販売会
社Kawasaki Motors Europe N.V.を設立。
ｱｹﾎﾞﾉ：1月 代表取締役社長 信元久隆、
フランス国家功労賞オフィシエ
（l'Ordre National du Mérite）受賞
ｼﾞｪｲﾃｸﾄ: JTEKT EUROPE SAS設立
THK: フランス・エンシスハイムにTHK
Manufacturing of Europe (TME)を設立。

ﾐﾂﾄﾖﾌﾗﾝｽ：Cluses 事務所開設 ﾄﾖﾀ：フランス工場（TMMF)ラインオフ
式

NSK: NSK FRANCE S.A.Sと社名変更 ﾄﾖﾀ：PSAと小型乗用車の共同開発・生
産



2001

ｲﾋﾞﾃﾞﾝ: フランスにSiC-DPFの生産会社
「IBIDEN DPF France SAS」を設立

ﾄﾖﾀ：トヨタ南仏ﾊﾟｰﾂｾﾝﾀ-（Toyota Parts
Center South of France）開設
ｶﾜｻｷ：伊藤忠商事が川崎重工業
にKawasaki Franceの全株式を譲渡
ｶﾜｻｷ：Kawasaki FranceをKawasaki
Motors Europe N.V.の支店に改組
ｽｽﾞｷ: 会社形態を株式会社(S.A)より簡易
株式会社(SAS)に改組

2002

日立建機：ﾊﾟﾘに日立建機ﾖ-ﾛｯﾊﾟN.Vの仏
事務所開設

ｶﾜｻｷ：Kawasaki Motors EuropeN.V が、
仏支店事務所をElancourtに移転

日立建機：ﾘﾖﾝ郊外にﾎｲﾙﾛ-ﾀﾞ製造会社
（2010年3月精算） / 日立建機
ﾌﾗﾝｽS.A.S設立

日産: Nissan Europe SAS設立

三菱重工業/COMEX社: マルセイユに共
同事務所を設立し、仏国原子力発電所向
サービス分野に参入

THK: パリにフランス支店を開設。（現
在はリヨンに移転）

2003

米軍がイラクに侵攻
三菱重工業：アリアンスペース社と人工
衛星打ち上げロケットにつき契約締結

ﾄﾖﾀ：トヨタフランス トヨタモーター
ヨーロッパの100％子会社化
ｱｹﾎﾞﾉ：Akebono Europe S.A.か
らAkebono Europe S.A.S.に変更
ｼﾞｬﾄｺ: JATCO France SAS設立
ｻﾝﾃﾞﾝ: Sanden International (Europe)
Ltdパリ事務所開設
THK: TME第２期工場拡張
THK: 寺町社長 ﾌﾗﾝｽ国家功労勲章ｼｭﾊﾞﾘｴ
章 受章

2004

三菱重工業: ミュールーズのワルチラ・
フランス（製造部門）を買収し、
MHI EQUIPMENT ALSACE S.A.S (MEA)
設立

ﾅｲﾙｽ: NILES EUROPE S.A.S.設立

三菱重工業: Yack S.A.S社とエアコン販
売に関する代理店契約締結

ﾀﾁｴｽ: タチエス エンジニアリング ヨー
ロッパ設立

旭ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞ: ﾊﾟﾘ事務所開設
ｱｹﾎﾞﾉ：第1回仏魅力向上委員会
（Conseil Stratégique de l'Attractivité）
に出席。（以降、毎回出席）
ｱｹﾎﾞﾉ：在日フランス商工会議所理事会
理事に就任

2005

富士電機：独Fuji Electric GmbHをFuji
Electric FA Europe GmbHとFujiElectric
DeviceTechnology Europe GmbHへ分割

ﾄﾖﾀ：仏PSAとの合弁工場（Toyota
Peugeot Citroen Automobile) ラインオ
フ式（チェコ）

三菱重工業: フランス電力庁(EDF)より原
子力発電所向けに取替用蒸気発生器(初
号機)を受注

ｶﾜｻｷ：ATV KVF750の販売開始

三菱重工業: MHI EQUIPMENT ALSACE
S.A.S (MEA)にて産業用ディーゼルエン 協和ｼﾝｸﾛ：仏に進出



ジンの生産開始
ｵｲﾚｽ: OILES FRANCE S.A.S設立
ﾄﾖﾄﾐ: Toyotomi Europe S.A.S.設立

2006 日立建機：ﾊﾟﾘに販売会社・日立建機販売ｻ-ﾋﾞｽﾌﾗﾝｽ SAS設立

2007

富士電機：ｽｺｯﾄﾗﾝﾄﾞ富士電機社閉鎖
ｱｹﾎﾞﾉ：Akebono
EuropeS.A.S.がAkebono Arras S.A.を吸
収合併

三菱重工業: AREVA社との合弁会
社(ATMEA社)設立

NTN: フランスSNR ROULEMENTS社に資
本参加

NTN: フランスSNR ROULEMENTS社に資
本参加

2008

リーマン・ショック
富士電機：FEFの支店をﾌﾞｻﾞﾝｿﾝ、ｴｸｻﾝﾌﾟ
ﾛﾊﾞﾝｽに開設

THK: エンジスハイムのTME内に欧州物
流センターを開設

三菱重工業: MHI EQUIPMENT ALSACE
S.A.S(MEA) 生産1000台を達成

ｱｹﾎﾞﾉ：信元久隆、在日ﾌﾗﾝｽ商工会議所
（CCIFJ）第二副会頭に就任

2009

富士電機：独の販社2社を再統
一、FujiElectricEuropeGmbHを設立 ｶﾜｻｷ：Ninja ブランド25周年を達成

富士電機：Fuji Electric GmbHの伊・仏・
英支店を開設
三菱重工業: ATMEA社(三菱重工業
とAREVA社の合弁会社)にて中型原子
炉、ATMEA1基本設計完了

2010

三菱重工業: PSA社とターボチャー
ジャー納入契約締結

NTN: NTN-SNR ROULEMENTS.に社名変
更

ﾍﾞｯｾﾙ: VESSEL EUROPE SARL設立 NGKｽﾊﾟｰｸﾌﾟﾗｸﾞ: ﾌﾗﾝｽの販社と製造法人
を統合
ﾔﾝﾏｰ: 社名を「YANMAR
CONSTRUCTION EQUIPMENT EUROPE
S.A.S.」に変更

2011
東日本大震災、福島原発事故

NSK: NSK FRANCE設立40周年記
念Partyを開催

2012

三菱重工業: 佃相談役、国家功労勲章オ
フィシエを受賞 ﾄﾖﾀ：仏PSAと小型商用車の調達を合意

ｶﾜｻｷ：Zブランド 40周年を達成
ｱｹﾎﾞﾉ：Reims近郊での新開発拠
点(ﾒｶ、ﾃﾞｲｽｸﾌﾞﾚ-ｷ)の立上げをプレス発
表

2013

三菱重工業: 欧州三菱重工業パリ事務所
駐在員事務所からパリ支店となる

ﾄﾖﾀ：フランス工場生産のヤリスが「フ
ランス製」の認定

三菱重工業: MHI EQUIPMENT ALSACE
S.A.S (MEA) 生産3000台を達成

ﾄﾖﾀ：フランス工場生産ヤリスの北米輸
出を開始



ｱｹﾎﾞﾉ：信元久隆、パリ日本文化会館支
援協会 出納長に就任



 

食品 化学 化粧品

1963

ケネディ大統領暗殺
高砂香料：（1960年 パリ
駐在員事務所創設）パリ
調合香料研究所創設

ブリジストン：（1960年
ファイヤストーンフランス
創設）

資生堂：ヨーロッパ進出
（イタリアで代理店ビジ
ネス開始）

味の素：（1954年パリに
駐在員事務所創設）
（1961年 ドイツ味の素社
創設）
イタリア子会社・工場創
設（~1977）
日本にて飼料用アミノ酸
事業・スタート

   

1964

東京オリンピック

山崎製パン：｢武蔵野工
場｣が日本最大の食パン製
造ラインとして稼動

テペニエファーマ：Roger
Thepenier氏による会社創
設

資生堂：日本にて前田美
波理を使った「太陽に愛
されよう」キャンペーン
実施

味の素：日本にてクノー
ル・スープ発売

1966 高砂香料：高砂パリ創設
1967 YKK：YKKフランス創設

1968

三億円事件

味の素：味の素マヨネー
ズ発売

ぺんてる：ユーロペンテル
創設

資生堂：イタリアに現地
法人資生堂コスメティチ
イタリア創設

味の素：化成品事業ス
タート

1970

日本 大阪万国博覧会
雪印：雪印乳業が輸入
チーズ専門商社・チェス
コに資本参加（チェスコ
は、1961年にフランスか
らカマンベールチーズや
ブリーチｰズの輸入を開
始）。

高砂香料：ロッテルダムに
高砂ヨーロッパ創設（パリ
閉鎖）

味の素：マーガリン＜マ
リーナ＞発売

1971

味の素：＜ほんだし＞発
売
味の素：インスタント・



コービー＜マキシム＞発
売

1972
日中国交正常化/ 浅間山荘事件 / 沖縄返還

味の素：冷凍食品事業ス
タート   資生堂：創業100年

1973   資生堂：フレンチレスト
ラン『ロオジエ』創設

1974
味の素：フランスにて
ユーロリジン社（飼料用
アミノ酸製造販売）創設

1975 高砂香料：ロッテルダムからブリュッセルに移転

1976 サントリー：パリ駐在員事務所創設
スリーボンド：スリーボン
ドヨーロッパ創設

1977

日航機ハイジャック事件
雪印：チェスコ（現・雪
印メグミルク子会社）の
創業者・松平博雄にフラ
ンスガストロノミー協会
から｢チーズのエキスパー
ト｣の称号が贈られる。

 
資生堂：ファッション
ショー『6人のパリ』開催
（東京）

1978

新東京国際空港（成田空港）が開港
高砂香料：高砂ヨーロッ
パ・パヒューマリ・ラボ
ラトリーをブリュッセル
に創設

1979
資生堂：第1回東京女子国
際マラソンに協賛
味の素：飲料事業の開始

1980

イラン・イラク戦争
山崎製パン：パリ事務所
創設
味の素：仏ダノン社と合
弁（~2007年）チルド食
品参入。医薬事業開始。

  資生堂：資生堂フランス
創設

1981

1982

高砂香料：TEPLをﾊﾟﾘに移
転

江崎グリコ：フランスに
て合弁会社GENERAL
BISCUIT GLICO
FRANCE設立。セスタス工
場(ボルド-近郊)に
て､MIKADO生産開始｡ﾍﾞ
ﾙｷﾞｰでMIKADO発売。

東レ：炭素繊維産業を育成
したいとする仏政府の強い
要請を受け、東レ
（35%）、ELF
Aquitaine社（65%）出資
にて、Societe des Fibres
de Carbone(SOFiCAR)社創
設



1983

大韓航空機撃墜事件
サントリー：シャトー・
ラグランジュ経営開始
（サンジュリアン3級）

味の素：スイスにて米
国・ニュートラ・スイー
ト社と合弁（甘味料）

 

資生堂：海外専用スキン
ケア、メーキャップ（モ
イスチュア ミストでオス
カー賞受賞）

雪印：チェスコ（現・雪
印メグミルク子会社）の
創業者・松平博雄にフラ
ンス政府から農業勲章が
授与される。
江崎グリコ：フランス､オ
ランダでMIKADO発売

1984 相模ゴム：フランス駐在員事務所創設   資生堂：バイオヒアルロ
ン酸の量産化に成功

1985

江崎グリコ：ドイツ､スイ
ス､オーストリア､イタリ
ア､スペインでMIKADO発
売

  資生堂：ビューティーサ
イエンス研究所創設

1986

チェルノブイリ原発事故

メルシャン：欧州事務所
（パリ）創設  

資生堂：CARITA社買収。
ピエールファーブル社と
合弁会社創設(PFJ)。資生
堂ＵＫ創設。パリ広告美
術館『資生堂の美と広
告』展開催。

1987
中外製薬：ヨーロッパ進
出（ロンドン駐在事務所
創設）

1988

瀬戸大橋開通
メルシャン：シャトーレ
イソン（ボルドーク
リュ・ブルジョワ・
シューペリュール）買収

東レ：SOFiCAR社、出資者
変更。東レ
（70%）Atofina社
（30%）

ブリジストン：ブリジス
トングループとしてファ
イヤストーンを買収（仏
国内に生産と販売の拠点
を一挙に獲得）

1989

バブル経済 / 昭和天皇崩御
サントリー：グラン・ミ
レジム・ド・フランス社
に資本参加（サンジュリ
アン4級シャトー・ベイ
シュベルを保有）

日本曹ﾀﾞ：Nisso Chemical
Europe GmbH(ドイツ)創設

資生堂：フロンガス全廃
を宣言

味の素：ベルギーにてオ



ムニケム社創設（医薬中
間体、化成品）

1990

味の素：味の素ユーロリ
ジン社イタリアに子会社
創設（～2009年）。欧州
駐在員事務所（パリ）を
欧州アフリカ本部に昇
格。

住友化学：住友化学フラン
ス創設

資生堂：ボーテプレス
テージインターナショナ
ル社（ＢＰＩ）をフラン
スに創設

サントリー：サントリー
フランス創設
江崎グリコ：パリ駐在員
事務所創設
メルシャン：メルシャン
へ改称
雪印：雪印乳業駐在員事
務所をパリに創設

1991

ソ連崩壊
カネボウ：カネボウコス
メティックフランス創設
味の素：ナイジェリアに
て調味料販売子会社創
設。フランスに味の素欧
州甘味料社創設。英国に
て医薬販売会社創設
（~2010年）。

  資生堂：フランス ジアン
工場竣工

1992

雪印：雪印フランスを創
設し、乳製品等の日本へ
の輸出を開始（2005年閉
鎖）。

東洋インキ：フランカラー
買収

資生堂：フレグランス
ロードイッセイ発売。フ
レグランスブティーク
「レ サロン デュパレロワ
イヤル シセイドー」開
店。

1993
資生堂：フレグランス
ジャンポールゴルティエ
発売

1994

雪印：雪印乳業がブル
ゴーニュワインの名門で
あるジョセフ・ドルーア
ンの持株会社SEPV社に資
本参加。

中外製薬：中外ファーマ・
ヨーロッパ・リミテッド創
設
（英国）

富士フィルム：富士フィ
ルムグラフィックシステ
ムズフランス創設
住友化学：住友化学アグ
ロ・ヨーロッパに改称。
拠点をパリからリヨンに
移転。
高砂香料：TEPL新工場完
成



1995 ブリジストン：ブリジス
トン・ファイヤストーン
フランス創設

1996 JFC：JFCフランス創設

1997

ダイアナ妃、パリで交通事故死
富士フィルム：富士フィ
ルムフランス創設

中外製薬：中外ファー
マ・マーケティング・リ
ミテッド創設（英国）

 

資生堂：創業125年、パリ
で企業文化展『PARIS-
TOKYO-PARIS』開催。資
生堂ヨーロッパ創設。

1998

ショーワベストグロー
ブ：ヨーロッパ駐在員事
務所創設

  資生堂：バル ド ロ工アー
ル場竣工

味の素：ロシアに発酵基
礎研究所創設

1999

江崎グリコ： 江崎勝久社
長 フランス政府より農事
功労賞オフィシエを受賞

  日本メナード：日本メ
ナードフランス創設

宝酒造：パリ駐在員事務
所創設（後、一時閉鎖）

2000

ショーワベストグロー
ブ：ショーワヨーロッパ
創設（ヨーロッパ駐在員
事務所を法人化）

 
資生堂：ラボラトワール
デクレオール社を資本傘
下に

テペニエファーマ：日本
色材による会社買収

2001

味の素：欧州アフリカ本
部を法人化（ヨーロッパ
味の素社）

中外製薬：中外ファーマ・
フランス社創設

日産化学：日産ケミカル
ヨーロッパ創設

2003

米軍がイラクに侵攻
味の素：フランスに味の
素欧州食品社（調味料製
造販売）創設。モスクワ
事務所創設。

ブリジストン：ブリジスト
ンフランスに改称

カネボウと花王が化粧品
事業の統合を発表

2004

日本曹ﾀﾞ：大日本インキ
化学工業のアグリケミカ
ル事業を譲受
味の素：フランスを拠点
とした欧州進出50周年記
念式典開催。ロシア味の
素社創設。
江崎グリコ：江崎勝久社
長 フランス政府より国家
功労賞オフィシエを受賞



2005
サントリー：ルジェ・ラ
グート社に資本参加（ク
レーム・ド・カシスメー
カー）
VPワインズ・フランス：
会社創設

2006 味の素：仏政府より対仏投資賞受賞
富士フィルム：富士フィル
ムメディカルシステムズフ
ランス創設

資生堂：ヨーロッパリ
サーチセンター創設

2007

メルシャン：キリンHD傘
下となる

東洋インキ：東洋インキ
ヨーロッパブラスチックカ
ララント、及び 東洋イン
キヨーロッパ創設

味の素：欧州にてコン
シューマー・ビジネス本
格開始（即席麺、冷凍食
品）

大日本印刷：パリ駐在員事
務所創設

宝酒造：パリ駐在員事務
所再創設

2008

リーマン・ショック

カルピス：仏にカルピス
社欧州事務所創設

東洋インキ：フランカラー
を東洋インキヨーロッパス
ペシャリティケミカルに改
称

メルシャン：シャトーレ
イソン新格付けクリュ・
ブルジョワとなる
味の素：うま味発見100周
年

2009

江崎グリコ：イギリス
でMIKADO発売

ショーワベストグロー
ブ：Best Manufacturing社
のヨーロッパ子会社の吸収
に伴いショーワベストグ
ローブに改称

サントリー：オランジー
ナ・シュウェップス・グ
ループ買収

2010

雪印：雪印乳業と日本ミ
ルクコミュニティの経営
統合により雪印乳業駐在
員事務所を閉鎖し、雪印
メグミルク駐在員事務所
を新設。

 

資生堂：フランス30周年
「ウィンドー ディスプレ
イ」展をサン ジェルマン
デ プレで開催

サントリー：サントリー
ウイスキーの仏国内での
マーケティング活動を本
格開始
メルシャン：キリンHDの



完全子会社となる

2011

東日本大震災、福島原発事故
サントリー：グラン・ミ
レジム・ド・フランス社
において出資比率引き上
げ

東レ：SofiCAR社の100％
株式取得

味の素：イスタンブー
ル、エジプトに調味料販
売・子会社創設

日本曹ﾀﾞ：フランスの化学
会社Alkaline SAS社を買収

2012

サントリー：日本にてオ
ランジーナ発売、大ヒッ
ト商品となる。

東レ：SofiCAR社から東レ
カーボンフィバーヨーロッ
パに改称

味の素：コートジボワー
ルに調味料販売・子会社
創設

2013

サントリー：シャトー・
ラグランジュに経営参加
して30周年を機に、ボル
ドー地方を代表する催し
「花祭り(La Fete de la
Fleur)」を開催
味の素：フランスにてコ
ジェネレーションスター
ト。ポーランドにて冷凍
食品委託製造の発表。



 

通信・情報 エネルギー

1963

ケネディ大統領暗殺
日本に第三の火、日本原子力研究所東海村
の動力試験炉（JPDR）発電試験
で2,000kW発電

 

1964

東京オリンピック
米国IBM"システム60"発表、世界的ヒッ
ト、IBM世界支配へ  

日本国内電話加入者総数633万。電話機数
で米国、英国に次ぐ第3位。自動化率
は82%へ

黒部ダム公開、関電トンネルにトロ
リーバス運転開始
皇太子同妃両殿下（現天皇皇后両陛
下）黒部ダムをご視察
電気事業法公布

1965 日本原子力発電東海発電所初発電  

1966    

1967

動力炉・核燃料開発事業団（動燃）創設  

東京電力：大容量・超臨界圧石油火力
｢姉ヶ崎火力｣(60万KW)で発電開始  

海外電力調査会とEDFとの交換研修制度開
始  

1968

三億円事件
映画『黒部の太陽』公開
電気自動車試作第3号車東京モーター
ショーに出典、注目を集める

 

1969
通産省に電子制作課新設。IBM｢システ
ム370｣発表。米GE、コンピュータ事業か
ら撤退、IBM独走へ

動力炉・核燃料開発事業団、遠心分離
法によるウラン濃縮の実験に成功、わ
が国初の原子力船「むつ」が進水

1970

日本 大阪万国博覧会
関電美浜発電所1号機が万博へ送電  

大阪ｶﾞｽ、万博会場に地域熱供給を開始  

1971 東京電力福島第一発電所1号機が運転開始  

1972
日中国交正常化/ 浅間山荘事件 / 沖縄返還

日仏原子力協定発効  

1973

通産省、初の「エネルギー白書」発表
OPEC湾岸6ｶ国が原油価格70％引上げを一
方的に決定（第1次オイルショック）

 

フランス高速増殖原型炉フェニックス初臨
界達成  



1974

通産省「サンシャイン計画」策定
国際エネルギー機関（IEA）創設、日本加
盟

 

電源三法施行（発電用施設周辺地域整備
法、電源開発促進法、電源開発促進対策特
別会計）

 

1975 KDD：パリ事務所創設  

1976 石油備蓄法施行（90日備蓄計画スタート）  

1977

日航機ハイジャック事件
関西電力：COGEMA（現アレバ）と再処理
契約締結  

高速実験炉「常陽」初臨界達成  

東海再処理工場使用済燃料再処理開始  

1978
新東京国際空港（成田空港）が開港

動燃：マルセイユ事務所を創設  

1979

関西電力：EDFとの情報交換開始  

関西電力：COGEMA向け初回使用済燃料輸
送  

「エネルギーの使用の合理化に関する法
律」（省エネルギー法）公布  

日本電信電話公社、自動車電話サービス開
始

海外電力調査会：欧州（パリ）事務所
を創設

1980
イラン・イラク戦争

NEDO：「新エネルギー総合開発機構（Ｎ
ＥＤＯ）」創設  

1981 日本電信電話公社、光ファイバを使った伝送システムを世界で初めて導入  

1982 電源開発、石油代替エネルギーとして石炭火力発電所建設  

1983

大韓航空機撃墜事件
関西電力：パリ事務所創設  

動燃：パリ事務所創設（マルセイユからパ
リに移設）  

1984    

1985

日本電信電話公社が民営化
科学万博つくば'85開幕（電力館参
加）
高速増殖炉「もんじゅ」本格着工

東京ガス：ガス・ド・フランス（現GDF
Suez）と東京ガス間で国際交流協定締結。
研修生派遣開始

 

1986

チェルノブイリ原発事故
大協石油と丸善石油合併、コスモ石油発足  



フランス高速増殖炉スーパーフェニック
ス、EDFに一部送電開始  

1987 東京ガス：パリ事務所創設  

1988

瀬戸大橋開通
NEDO：「新エネルギー・産業技術総合開
発機構」に改称  

NTT：NTTヨーロッパ創設 人形峠回収ウラン再濃縮試験開始
1989 バブル経済/ 昭和天皇崩御

1990 情報通信研究機構(NICT)：郵政国際協会
（PTIJ）パリ事務所を創設

東京ガス：パリ市商工会議所と共にフ
ランス料理文化センター創設

1991
ソ連崩壊

ゴア氏の提出した｢情報スーパーハイ
ウェー｣の基となる法案が米国議会で可決  

1992

プルトニウム粉末輸送船、仏シェルブール
港出港  

原燃ウラン濃縮工場操業開始  

第1回日欧電力首脳会議をパリで開催  

1993 関西電力：日本電力初のフランス・フラン社債発行  

1994 高速増殖炉「もんじゅ」初臨界達成  

1995

第1回返還高レベル放射性廃棄物輸送船、
仏シェルブール港出発  

高速増殖炉「もんじゅ」の二次系ナトリウ
ム漏洩による原子炉手動停止  

1996 KDD： KDDフランス創設 / 国際専用線
サービス「Globridge」開始  

1997

ダイアナ妃、パリで交通事故死
日本海でロシア船籍タンカー「ナホトカ
号」沈没、流出した重油が若狭湾沿岸など
に漂着し、関電も油回収作業に当たる。
地球温暖化防止京都会議で「京都議定書」
が採択

 

1998

関西電力：COGEMA向け使用済燃料輸送終
了  

NTTドコモ：仏に欧州初の現地法人
「DoCoMo Europe SA」創設 核燃料サイクル開発機構創設

NEDO：フランスに欧州事務所創設 / イン
ターネット接続サービス「JAPONet」開始
/ 電話サービスL34-1取得

高温工学試験研究炉「HTTR」初臨界
達成

KDD： スーパーフェニックス運転終了

1999 KDD：電話サービス「イロハニホッとダイ
ヤル」開始

（株）JCOウラン転換施設で臨界事故
発生

2000



NTT：VERIO社の株式公開買付成立 世界ガス会議ニース大会開催

2001
KDDI： KDDIフランスに改称 関西電力：創立50周年
NICT：PTIJパリ事務所に通信・放送機構
（TAO）パリ事務所を併設  

2002
NTTドコモ：「DoCoMo Europe(France)
SAS」に改称 関西電力：パリ事務所閉鎖

NTTドコモ：仏でiモードサービス提供開始  

2003

米軍がイラクの侵攻
NEDO：「独立行政法人新エネルギー・産
業技術総合開発機構」に改称  

米Ａｐｐｌｅ社が音楽配信サービス｢
iTunes Music Store｣を開始  

2004
NICT：TAOパリ事務所から情報通信研究機
構（NICT）パリ事務所に組織変更

関西電力：MOX燃料の調達に関する基
本契約を原子燃料工業および仏コモッ
クス社と締結
関電美浜発電所3号機二次系配管破損
事故発生

INDEX MULTI MEDIA創設  

2005

米Google社がＡｊａｘ技術を用いた地図情
報サービス｢Google Maps｣を開始

日本原子力研究開発機構：パリ事務所
創設

NEDO：仏ADEMEと事業協力に係る協定を
締結  

EDF（フランス電力）東京事務所を創設  

2006
NICT：国際通信経済研究所（RITE：
旧PTIJ)パリ事務所を閉鎖

原燃六ヶ所再処理工場で使用済燃料に
よる総合試験開始

米Apple社、｢iPhone｣発売  

2007

NICT：グルノーブル電子情報学
校(ENSERG)と研究協力覚書を締結  

米Ｇｏｏｇｌｅ社が携帯電話機向けソフト
ウェア・プラットフォーム｢Android｣発表  

NTTドコモ：仏現地法人解散  

2008

リーマン・ショック
KDDI：仏インターネット接続サービス、
仏電話サービスサービス終了

ガス・ド・フランスとスエズが合併
しGDF Suez誕生

NTT：SAPアプリケーションサービスプロ
バイダーitelligence社の株式取得。Atlas
Internet Solutionsを買収

NEDO：パリ事務所を欧州事務所に改
称

NTT：日露間光海底ｹｰﾌﾞﾙを建設  

シュクールキューブテクノロジーズ創設  

NTTドコモ：ドコモ・パリ事務所創設 関西電力：パリ事務所再創設

KDDI：仏クラウドサービス（IaaS)開始 関西電力：仏アレバNC社の新規ウラ
ン濃縮工場への資本参加を発表



2009 NTT：Integralis AG社の株式公開買付成立  

NTTドコモ：ロンドンにドコモ・サービス
デスク創設  

2010

NTTドコモ：仏で「Manga Mode」コンテ
ンツ配信開始

関西電力：EDFと原子力分野における
情報交換を主とする包括協力協定を締
結

NEDO：仏ＯＳＥＯと日仏企業等のイノ
ベーション促進での協力覚書を締結  

NTT：Dimention Data社の株式公開買付成
立

フランス高速増殖原型炉フェニックス
運転終了

2011

東日本大震災、福島原発事故
NTT：NTT EuropeとNTT Europe Onlineを
統合

NEDO：ＥＵと集光型太陽電池の共同
研究を開始

NEDO：仏グランドリヨン共同体とスマー
トコミュニティ実証事業の実施協定を締結  

NICT：NICTパリ事務所をNICT欧州連携セ
ンターと改称

関電高浜発電所3号機のプルサーマル
による本格運転開始

2012

NICT：鉱業・テレコム研究院と包括的研
究連携覚書を締結。国立宇宙ｾﾝﾀｰ(CENS)と
研究協力協定を締結

NEDO：国際再生可能エネルギー機関
ＩＲＥＮＡと協力協定を締結

NTTドコモ：パリ開催の「震災再生ビジョ
ン展」出展  

NTT：英国のデータセンター事業者Gyron
Internet Limited社の株式取得  

2013
日本原子力研究開発機構：パリ事務所移転  

NEDO：世界投資会議でベスト・アジア
ン・インベスター・イン・ヨーロッパ受賞  



 

観光 運輸 レジャー

1963
ケネディ大統領暗殺

日本観光協会パリ事務
所:創設1960年

1964 東京オリンピック

1965 東日本旅客鉄道（株）パ
リ事務所創設

1966 JAL: NY線開設

1967 JAL: 世界一周線(西回り）
開設

1968 三億円事件
1969

1970 NYK:日本郵船ﾌﾗﾝｽ支店創
設

1971

1972 日中国交正常化/ 浅間山荘事件 / 沖縄返還

1973

JALパック:フランス現地
法人創設
ミキトラベル: ﾌﾗﾝｽ現地法
人創設

1974 日本トランスユーロ創設 プリンスホテル: パリ駐在
員事務所創設

1975

1976

1977
日航機ハイジャック事件

パリ・ジュンク堂書店
オープン

1978 新東京国際空港（成田空港）が開港
1979

1980 イラン・イラク戦争
1981

1982

1983 大韓航空機撃墜事件
1984

1985 日本通運: ﾌﾗﾝｽ現地法人創
設



1986
チェルノブイリ原発事故
ヤマト運輸：ヨーロッパ
現地法人創設

1987 JAL:完全民営化

1988
瀬戸大橋開通

日本通運: リヨン支店創設

1989
バブル経済 / 昭和天皇崩御

JTBﾌﾗﾝｽ: 現地法人創設 全日空：ﾌﾗﾝｽ現地法人創
設

近畿日本ツーリスト: ﾌﾗﾝｽ
現地法人創設

西日本鉄道:パリ駐在員事
務所創設

1990

日本通運:アルザス支店創
設
JAL: ロゴ、制服リニュー
アル

1991
ソ連崩壊

日本旅行:フランス現地法
人創設 ANA:東京-パリ便就航

1992 日立物流: ﾌﾗﾝｽに事務所創
設

1993

1994

H.I.S.:フランス現地法人
創設
JTB:日本語的観光バスの
運行開始

1995

1996 ANA: 東京-ウィーン-パリ
線開設

1997 ダイアナ妃、パリで交通事故死

1998 日本におけるフランス年
各種行事開催

1999 第1回ジャパン・エクスポ:
パリ郊外で開催

2000 OCS: ﾌﾗﾝｽ現地法人創設
2001

2002 伊藤忠ロジスティック:パ
リ支店創設

2003 米軍がイラクに侵攻

2004 ブックオフ書店オープン
2005



2006

2007

仏語版「ミシュラン日本
旅行ガイド」書版発効

東映ｱﾆﾒｰｼｮﾝ: ﾌﾗﾝｽ現地法
人創設

 
ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｴｸｽﾎﾟ欧州最大の
日本文化・ｴﾝﾀｰﾃｲﾒﾝﾄ祭典
に成長

2008
リーマン・ショック

日仏友好150周年・日仏観
光交流年

2009

仏語版「ミシュラン日本
旅行グリーンガイド」書
版発効

VIZ MEDIAヨーロッパ:
ﾌﾗﾝｽ事務所創設

  KAZE(ｱﾆﾒｰｼｮﾝ）: ﾌﾗﾝｽ事務
所創設

2010 日本通運:トゥールーズ営
業支店創設

2011

東日本大震災、福島原発事故
日本郵船ロジスティッ
ク:ﾌﾗﾝｽ事務所創
設、ﾘﾖﾝ､ﾙｱｰﾌﾞﾙ､ﾏﾙｾｲﾕ､ﾒｯ
ﾂ､ｻﾝｶﾝﾀﾝに支店創設

2012

2013 日仏間観光協力に関する共同声明
ジャパン･エクスポ来場
者21万人突破



 

銀行 証券 保険

  （1952年12月日本銀行パ
リ事務所創設）   （1880年、東京海上、パリ

で海上保険の営業開始）
1962 東京銀行パリ支店創設    

1963
ケネディ大統領暗殺

     

1964
東京オリンピック

    東京海上：英、オランダに
て保険お引き受け開始

1965
日本輸出入銀行： 欧州事
務所（現国際協力銀行パ
リ事務所）創設

  東京海上：パリ駐在員事務
所創設

1966      

1967      

1968
三億円事件

    東京海上：ギリシャにて保
険お引き受け開始

1969 東京銀行：パリ支店、オペラ座通りに移転  

1970     東京海上：欧州統括会社を
イギリスに創設

1971      

1972
日中国交正常化/ 浅間山荘事件 / 沖縄返還

  野村證券：パリ駐在員事
務所創設

1973      

1974      

1975

富士銀行：駐在員事務所
創設 旧大正海上：ﾌﾗﾝｽ営業開始

東京銀行：パリ支店、サ
ンタンヌ通りに移転   LANGUEDOC社AGENT委託

1976 日本興業銀行：駐在員事務所創設

1977 日航機ハイジャック事件 

1978
新東京国際空港（成田空港）が開港 

第一勧業銀行：駐在員事



務所創設

1979 日本銀行：パリ事務所現住所に移転
野村證券：駐在員事務所
をﾌﾗﾝｽ現地法人化 /
Nomura France SARL創設

旧大正海上：パリ駐在員事
務所創設

1980
イラン・イラク戦争 

ﾉﾑﾗ･ﾌﾗﾝｽ：日本の株式･債
券の営業開始

1981
米国現法Nomura Secrities
Internatilnal IncがNY証券
取引所会員権取得

旧住友海上：パリ駐在員事
務所創設

1982

1983
大韓航空機撃墜事件

富士銀行：パリ支店創設
1984

1985 日本興業銀行：パリ支店創設

1986

チェルノブイリ原発事故 

 
英国現法Nomura
International Inc：ロンド
ン証券取引所会員権取得

旧住友海上：パリ支店とし
て免許取得

1987 第一勧業銀行：パリ支店創設

1988
瀬戸大橋開通

三菱、東海、三和銀行：
各行パリ支店創設

1989 バブル経済 / 昭和天皇崩御

1990

パリ興銀創設 旧千代田火災：ﾌﾗﾝｽ駐在員
事務所創設

東京銀行頭取･井上氏、経
団連対仏ミッション団長
に就任

旧千代田火災：欧州現地法
人ﾌﾗﾝｽ支店創設

1991
ソ連崩壊

東京海上：ﾌﾗﾝｽ支店として
事業拡張

1992  
ﾌﾗﾝｽ現法の株式会社化に
伴い、Nomura France
S.A.に改称

1993  
ﾌﾗﾝｽ現法の銀行免許取得
に伴い、Banque Nomura
France に改称

ASSETS：ブローカーとし
てパリで立ち上げ

1994     Coface：民営化される
1995    

三菱、東京銀行の統合： 日本にて生損保相互参入解



1996 東京三菱銀行創設   禁
1997 ダイアナ妃、パリで交通事故死
1998    

1999
第一勧業銀行、富士銀
行、日本興業銀行： 3行
の全面的統合を発表

 
ASSETS：本社をベルサイ
ユに移転、Allianz正規代理
店の権利購入

2000 「みずほファイナンシャルグループ」創設   旧千代田火災：トヨタ保険
（自動車保険）販売開始

2001

 

野村證券：持株会社への
移行に伴い、野村ホール
ディングスと野村證券に
機能分割

三井住友海上合併に伴い、
欧州三井、住友海上社ﾌﾗﾝｽ
支店に統合

    大東京火災と千代田火災の
合併：あいおい損保創設

   
同和火災とニッセイ損保の
合併：ニッセイ同和損保創
設

2002 みずほコーポレート銀行：パリ支店創設  

東京海上：社名変更、仏企
業の保険引受開始 / ボル
ドー、リヨン、ストラス
ブールに事務所創設 / 日本
にてミレアホールディング
ス創設

2003
米軍がイラクに侵攻

    Assets：「J-Alliance」構築

2004

    Assets：パリ13区に販売事
務所創設

   
東京海上：海外旅行保険の
欧州サービスセンターをパ
リに創設

   
東京海上と日動火災が合
併：東京海上日動火災保険
株式会社

2005   野村證券：創立80周年

2006 三菱東京UFJ銀行創設   Assets：日本にASSETS
JAPAN設立

2007
    Assets：日系駐在員のため

の特別医療保険の販売開始
    東京海上：英キルン社買収

2008
リーマン・ショック 

  野村證券：ﾘｰﾏﾝ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮ
ﾅﾙ･ﾊﾟﾘ支店の株式統合

Coface：エジプト事業所創
設

 
野村證券：ﾊﾞﾝｸ･ﾘｰﾏﾝ･ﾌﾞ
ﾗｻﾞｰｽﾞ･ﾌﾗﾝｽの投資銀行部
門を吸収統合

三井住友海上：ﾌﾗﾝｽローカ
ルビジネス引受開始



2009     三井住友海上：フランスデ
スク創設

    Assets：欧州での日本語
ロードサービス開始

2010
    東京海上：ナントに事務所

創設

    あいおいニッセイ同和損保
創設

2011
東日本大震災、福島原発事故
三菱東京UFJ銀行：パリ支
店、現住所に移転   Assets：留学・ワーホリ保

険の販売開始

2012

    東京海上：仏企業向けビジ
ネス開始10周年

   
Coface：アフリカでのビジ
ネス強化、世界97カ国と提
携

2013

みずほ銀行、みずほコー
ポレート銀行が合併：み
ずほ銀行パリ支店創設

  Assets：オペラ地域に販売
事務所設立予定

みずほ銀行パリ支店創設   ３HR plc：新規会員登録



 

 

サービス業界 会計・税務 日本

1963
ケネディ大統領暗殺

ESMOD：設立は1841年
1964 東京オリンピック

1965
日仏租税条約締結
ブリュッセル条約署名

1966

1967

1968
三億円事件

監査法人中央会計事務所が
発足

1969

1970

カデラス・マルタン会計事
務所：マルタン氏が大阪万
博ﾌﾗﾝｽ館の会計士として参
加

1971

1972
日中国交正常化/ 浅間山荘事件 / 沖縄返還

DS法律事務所：パリに事
務所創設

1973 竹中ヨーロッパ：ﾃﾞｭｯｾﾙﾄﾞﾙﾌに事務所創設
1974

1975 デロイト･トーマツ：ジャ
パンデスク創設

1976

1977 日航機ハイジャック事件

1978

新東京国際空港（成田空港）が開港
カデラス・マルタン公認会
計士事務所：ジャパンデス
ク創設

1979

1980
イラン・イラク戦争

GRﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ：パリ事務所
創設

1981 KSM : パリに事務所創設 日仏租税条約部分改正



1982

1983 大韓航空機撃墜事件
1984

1985 シェンゲン協定署名

1986
チェルノブイリ原発事故

KPMG:KMGとPeat
Marwickの合併により創設

1987

1988

瀬戸大橋開通
中央監査法人と新光監査法
人が合併：中央新光監査法
人

1989

バブル経済 / 昭和天皇死去
博報堂：フランス現地法
人創設 E&Y：ジャパンデスク創設

竹中ヨーロッパ：ﾌﾗﾝｽ支
店創設

1990

1991
ソ連崩壊

鹿島建設：フランス現地
法人創設 橋本明弁護士事務所創設

1992 マーストリヒト条約署名

1993 兵庫県：パリ事務所創設（10/1） 欧州連合の発足

1994

1995 ハイブリッジ:パリに事務
所創設（12月） 日仏租税条約前面改正

1996
ワタベウェディング：日
本人向け海外挙式の企
画・手配業務開始

1997

ダイアナ妃、パリで交通事故死
アムステルダム条約署名
（過去の基本条約の大幅改
正）

1998

プライスウォーターハウ
スとクーパース＆ライブ
ランドが合併プライス
ウォーターハウスクー
パース（PｗC)創設

ユーロとの交換比率決定
（1ユーロ=6.55957フラ
ン）

1999 竹中コーポレーション創立100周年 ユーロ導入

2000
中央新光監査法人と青山監
査法人の合併 中央青山監



査法人創設

2001

ニース条約署名（将来の拡
大への対応）
フィダル税務･法律事務所
ジャパンデスク創設
ランドウエル&アソシエ税
務法律事務所創設

2002
PWC：コンサルティング
部門（全世界）をIBMに売
却

ユーロ通貨流通開始

2003
米軍がイラクに侵攻

CVML法律事務所:パリ事
務所創設

2004 JPｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ：パリに事務
所創設

2005 JPｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ：日系企業向
け事業開始

2006

国際税務報告基準が欧州域
内上場企業に強制適用され
る
あらた監査法人の提携、Ｋ
ＰＭＧ ＬＬＰ創設

2007

自治体国際化協会事務
所：現住所に移転

日仏租税条約部分改正と日
仏社会保障協定発効

読売新聞：広告局パリ事
務所創設

2008
リーマン・ショック

ＧＲﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ日系企業向
け事業開始

2009

2010

2011
東日本大震災、福島原発事故

ミゲレス・ムラン総合法
律事務所創設

2012 カデラス・マルタン事務
所：現住所に移転

2013

竹中ヨーロッパ創立40周
年

フィダル税務･法律事務所
創立90周年
カデラス･マルタン創
立35周年
京都監査法人：PwC日本側
メンバーファーム提携
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